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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第42期

第３四半期
累計期間

第43期
第３四半期
累計期間

第42期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年12月31日

自平成27年４月１日
至平成27年12月31日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （千円） 9,488,790 9,637,034 13,191,433

経常利益 （千円） 505,818 514,648 685,052

四半期（当期）純利益 （千円） 310,107 335,830 441,108

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 1,387,297 1,387,297 1,387,297

発行済株式総数 （千株） 6,529 6,529 6,529

純資産額 （千円） 4,825,642 5,245,775 4,961,664

総資産額 （千円） 10,574,612 10,767,161 10,826,588

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 55.33 59.92 78.71

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 8.00

自己資本比率 （％） 45.6 48.7 45.8

 

回次
第42期

第３四半期
会計期間

第43期
第３四半期
会計期間

会計期間
自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 16.80 15.57

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため、記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　（１）業績の状況

　当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、消費税増税の駆け込み需要の反動がなくなった後も個人消費は

伸び悩んでおり、さらには中国の景気後退、中東情勢の混乱、フランスでのテロ事件等による世界情勢の不安定

感が国内の景況感にも影響し、景気の先行きは依然として不透明な状況となっています。

　国内の当第３四半期累計期間の国内の新車登録台数は、前年同期比6.7％減の3,467千台となりました。軽自動

車の販売台数が前年同期比18.0％減の1,260千台と大幅な落ち込みになるなど消費税増税、さらにはエコカー減

税の基準厳格化や軽自動車税の増税といった税制改革も国内の新車需要に大きなダメージを与えたものとなりま

した。輸入自動車販売業界においては、９月に発生したフォルクスワーゲン車の排出ガス不正問題が輸入車販売

全体に大きく影響し、第３四半期（10月～12月）における外国車メーカーの新車登録台数は、前年同期比11.0％

減となり、この結果、第３四半期累計期間（４月～12月）の外国車メーカーの新車登録台数も前年同期比1.9％

増の205千台と前年並みにとどまっております。

　このような状況下、当社の当第３四半期累計期間の業績は、売上高96億37百万円（前年同期比1.6％増）、営

業利益5億21百万円（前年同期比0.3％増）、経常利益5億14百万円（前年同期比1.7％増）、四半期純利益は3億

35百万円（前年同期比8.3％増）と増収増益となりました。

　なお、現在成田市にアルファロメオ・フィアット・アバルト・クライスラー・ジープを取扱う新店舗ビルＦＣ

成田店（階上２階から６階は賃貸マンション）の建設を進めており、平成28年10月のグランドオープン時には、

現在営業中の京成成田駅前にあるアルファロメオ・フィアット併売店を移転いたします。京成成田駅前店の跡地

（当社所有地）には、ビジネスホテルの建設を計画しております。今後も多角的経営をさらに進め、安定経営に

努めてまいります。

　事業のゼグメント別の状況は下記のとおりです。

 

（車両販売関連事業）

　車両販売関連事業におきましては、量販ブランドであるフォルクスワーゲン車の販売において、フォルクス

ワーゲン４店舗の内、10月より２店舗を他ブランド取扱店へ転換したこと、さらにフォルクスワーゲン車の排出

ガス不正問題の影響により同ブランドの販売台数が大きく減少いたしました。一方、高価格帯のポルシェ車、

ジャガー車の登録台数は、前年より大きく増加いたしました。また、整備売上も順調に推移した結果、売上高は

94億50百万円（前年同期比1.7％増）、セグメント利益は4億28百万円（前年同期比3.1％増）となりました。

（不動産事業）

　不動産事業におきましては、本社階上、西船橋店、市川店に併設する賃貸マンションにおいて、入居率の維

持、向上に積極的に努め、安定的な賃貸収入が計上できました。一方で野田店に併設するテナント物件の契約が

終了したことで賃貸収入が減少いたしました。この結果、売上高は70百万円（前年同期比3.2％減）、セグメン

ト利益は44百万円（前年同期比9.2％減）となりました。

（発電事業）

　発電事業におきましては、成田太陽光発電所、館山太陽光発電所がトラブルもなく順調に稼働しましたが、天

候不順の影響から売上高は116百万円（前年同期比6.7％減）、セグメント利益は48百万円（前年同期比12.7％

減）となりました。
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　（２）財政状態の分析

　当第３四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べ59百万円減少し107億67百万円となりまし

た。これは、建設仮勘定が3億12百万円増加したものの、現金及び預金が1億30百万円及び売掛金が2億15百万円

それぞれ減少したことが主な要因であります。

　負債につきましては、前事業年度末に比べ3億43百万円減少し55億21百万円となりました。これは、買掛金が2

億38百万減少したことと返済により借入金が減少したことが主な要因であります。

　純資産につきましては、前事業年度末に比べ2億84百万円増加し52億45百万円となりました。これは、四半期

純利益を計上したことが主な要因であります。

 

　（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　（４）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 26,000,000

計 26,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,529,114 6,529,114

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 6,529,114 6,529,114 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 6,529,114 － 1,387,297 － 348,297
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（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

 

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     924,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   5,602,700 56,027 －

単元未満株式 普通株式       1,614 － －

発行済株式総数 6,529,114 － －

総株主の議決権 － 56,027 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権数10個）含まれてお

ります。

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　（株）ファミリー
千葉県千葉市中央区東千

葉２-８-15
924,800 － 924,800 14.2

計 － 924,800 － 924,800 14.2

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成27年10月１日から平成27

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、千葉第一監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 690,384 560,243

売掛金 416,712 200,965

商品 1,871,583 1,865,269

部品及び用品 84,348 84,638

販売用不動産 45,263 45,263

繰延税金資産 18,651 10,095

その他 212,983 192,720

貸倒引当金 △500 △500

流動資産合計 3,339,427 2,958,696

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,467,796 1,584,589

機械装置及び運搬具（純額） 691,417 641,341

土地 4,352,323 4,352,323

賃貸不動産（純額） 477,525 464,583

建設仮勘定 － 312,866

その他（純額） 52,785 73,162

有形固定資産合計 7,041,847 7,428,866

無形固定資産 29,823 28,174

投資その他の資産   

投資有価証券 107,957 98,937

長期貸付金 46,825 43,172

差入保証金 172,545 110,045

その他 88,160 99,268

投資その他の資産合計 415,489 351,423

固定資産合計 7,487,160 7,808,464

資産合計 10,826,588 10,767,161
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成27年12月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 598,368 360,234

短期借入金 2,305,584 2,325,884

未払法人税等 145,227 65,944

賞与引当金 11,980 6,220

その他 565,925 738,293

流動負債合計 3,627,086 3,496,576

固定負債   

長期借入金 1,934,064 1,757,376

役員退職慰労引当金 34,812 36,961

資産除去債務 8,189 8,265

繰延税金負債 204,266 175,123

その他 56,505 47,082

固定負債合計 2,237,838 2,024,808

負債合計 5,864,924 5,521,385

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,387,297 1,387,297

資本剰余金 815,014 815,014

利益剰余金 2,924,958 3,215,955

自己株式 △200,842 △200,842

株主資本合計 4,926,428 5,217,424

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 35,236 28,351

評価・換算差額等合計 35,236 28,351

純資産合計 4,961,664 5,245,775

負債純資産合計 10,826,588 10,767,161
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 9,488,790 9,637,034

売上原価 7,917,420 8,060,386

売上総利益 1,571,370 1,576,647

販売費及び一般管理費 1,051,149 1,055,065

営業利益 520,220 521,581

営業外収益   

受取利息 1,028 929

受取配当金 1,559 1,649

その他 11,051 6,695

営業外収益合計 13,639 9,274

営業外費用   

支払利息 28,040 16,098

その他 － 109

営業外費用合計 28,040 16,207

経常利益 505,818 514,648

特別利益   

賃貸借契約解約金 － 9,629

特別利益合計 － 9,629

特別損失   

固定資産除却損 18,457 16,499

特別損失合計 18,457 16,499

税引前四半期純利益 487,361 507,778

法人税、住民税及び事業税 191,649 190,398

法人税等調整額 △14,395 △18,451

法人税等合計 177,253 171,947

四半期純利益 310,107 335,830
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【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間に

係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

減価償却費 181,454千円 171,520千円
 
 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

配当金支払額

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日

定時株主総会
普通株式 44,834 8 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

配当金支払額

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月24日

定時株主総会
普通株式 44,834 8 平成27年３月31日 平成27年６月25日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 車両販売関連 不動産 発電 合計

売上高     

外部顧客への売上高 9,291,116 72,514 125,158 9,488,790

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － －

計 9,291,116 72,514 125,158 9,488,790

セグメント利益 416,096 49,065 55,058 520,220

（注）セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 車両販売関連 不動産 発電 合計

売上高     

外部顧客への売上高 9,450,069 70,181 116,782 9,637,034

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － －

計 9,450,069 70,181 116,782 9,637,034

セグメント利益 428,951 44,553 48,075 521,581

（注）セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

　１株当たり四半期純利益金額 55円33銭 59円92銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 310,107 335,830

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 310,107 335,830

普通株式の期中平均株式数（株） 5,604,357 5,604,257

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月10日

株式会社ファミリー

取締役会　御中

 

 千　葉　第　一　監　査　法　人  

 

 
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 本橋　雄一　　印

 

 
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 大川　健哉　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ファミ

リーの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第43期事業年度の第３四半期会計期間（平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ファミリーの平成27年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了

する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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